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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第24期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第23期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（百万円） 28,064 25,741 124,370

経常利益（百万円） 1,055 167 5,069

四半期（当期）純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
590 △107 2,634

純資産額（百万円） 53,568 53,176 54,441

総資産額（百万円） 78,686 75,974 80,251

１株当たり純資産額（円） 117,700.49 118,300.26 121,173.67

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）（円）
1,316.39 △239.18 5,872.43

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 67.1 69.8 67.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,415 9,571 △372

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△934 △309 △4,609

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,044 △787 △2,296

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円）
26,134 23,893 15,419

従業員数（人） 1,867 2,048 1,937

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第23期第１四半期連結累計(会計)期間及び第23期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、第24期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）の適用に伴い、セグメントについては、従来の単一セグメントから４つの報告セグメントと「その

他」の区分に変更いたしました。報告セグメントの概要については、「第５ 経理の状況 １.四半期連結財務諸表 注

記事項 （セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 2,048    

　（注）従業員数は当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む就業

人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,441    

　（注）従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　従来、生産、受注及び販売の状況については、商品群分類で開示しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より、

「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等

の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）の適用に伴い、下記の４

つの報告セグメントと「その他」の区分で開示することにいたしました。

　なお、当第１四半期連結会計期間においては、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」の適用初年度であるた

め、前年同四半期比較は行っておりません。また、従来開示しておりました商品仕入実績については、セグメント別の

把握が困難であるため開示を省略しております。

 (1）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
(百万円)

前年同四半期比
（％）

ＥＰ事業 5,776 　－ 9,881 －

ＳＰ事業 14,631 － 17,036 －

ＡＰ事業 8,020 － 18,001 －

パートナー事業 2,912 － 3,797 －

報告セグメント計 31,340 － 48,717 －

その他 98 － 1 －

合計 31,439 － 48,718 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

ＥＰ事業 4,950 　－

ＳＰ事業 13,165 －

ＡＰ事業 4,964 －

パートナー事業 2,563 －

報告セグメント計 25,644 －

その他 97 －

合計 25,741 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ
－ － 4,533 17.6

東日本電信電話株式会社 3,285 11.7 － －

富士通アイ・ネットワーク

システムズ株式会社
3,048 10.9 － －

（注）総販売実績に対する割合が10％未満であるものは記載を省略しております。

 

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　業績の状況については、従来よりマーケット別内訳に関連付けて記載しておりましたが、当第１四半期連結会計

期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）及び「セ

グメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）の適

用に伴い、下記の４つの報告セグメントと「その他」の区分で記載することにいたしました。　

セグメントの名称 概要

ＥＰ事業 首都圏の一般民間企業を主なマーケットとする事業

ＳＰ事業 通信事業会社（キャリア）を主なマーケットとする事業

ＡＰ事業 地域民間企業及び官公庁を主なマーケットとする事業

パートナー事業 ネットワンパートナーズ株式会社が主幹する事業

その他 サーバサービス事業等

　

① セグメント別の受注高・売上高・受注残高

　当第１四半期連結会計期間における受注高は314億39百万円となり、１億59百万円（前年同四半期比0.5％増）

の増加となりました。セグメント別の内訳は、ＥＰ事業で57億76百万円、ＳＰ事業で146億31百万円、ＡＰ事業で

80億20百万円、パートナー事業で29億12百万円及びその他で98百万円です。

　当第１四半期連結会計期間における売上高は257億41百万円となり、23億22百万円（前年同四半期比8.3％減）

の減少となりました。セグメント別の内訳は、ＥＰ事業で49億50百万円、ＳＰ事業で131億65百万円、ＡＰ事業で

49億64百万円、パートナー事業で25億63百万円及びその他で97百万円です。

　当第１四半期連結会計期間における受注残高は487億18百万円となり、63億７百万円（前年同四半期比14.9％

増）の増加となりました。セグメント別の内訳は、ＥＰ事業で98億81百万円、ＳＰ事業で170億36百万円、ＡＰ事

業で180億１百万円、パートナー事業で37億97百万円及びその他で１百万円です。

　

② 商品群別の受注高・売上高

　商品群別の受注高は、ネットワーク商品群が185億44百万円（前年同四半期比6.8％増、11億72百万円増）、プ

ラットフォーム商品群が30億46百万円（前年同四半期比9.2％増、２億55百万円増）、サービス商品群が98億48

百万円（前年同四半期比11.4％減、12億69百万円減）となりました。

　商品群別の売上高は、ネットワーク商品群が139億71百万円（前年同四半期比11.1％減、17億41百万円減）、プ

ラットフォーム商品群が22億92百万円（前年同四半期比0.1％増、２百万円増）、サービス商品群が94億77百万

円（前年同四半期比5.8％減、５億83百万円減）となりました。

　

③ 損益の状況

　当第１四半期連結会計期間の損益の状況は、前述のとおり売上高が257億41百万円（前年同四半期比8.3％減、

23億22百万円減）、売上原価が194億57百万円（前年同四半期比7.6％減、16億４百万円減）となったため、売上

総利益は62億84百万円（前年同四半期比10.3％減、７億18百万円減）となりました。また、販売費及び一般管理

費が61億50百万円（前年同四半期比3.4％増、２億１百万円増）となった結果、営業利益は１億33百万円（前年

同四半期比87.3％減、９億19百万円減）となり、経常利益は１億67百万円（前年同四半期比84.2％減、８億88百

万円減）となりました。また、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額として84百万円を特別損失に計上した

ことや、資産除去債務に対する税効果のスケジューリングが困難であること等から法人税等調整額94百万円を

計上したため、四半期純損失は１億７百万円（前年同四半期は四半期純利益５億90百万円）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間においては、売上債権の回収による収入や仕入債務の支払い等により営業活動によ

るキャッシュ・フローは95億71百万円の収入となりました。

　一方、投資活動によるキャッシュ・フローについては、営業用固定資産の取得等により３億９百万円の支出とな

り、また、財務活動によるキャッシュ・フローについては、配当金の支払い等により７億87百万円の支出となり、

差引で現金及び現金同等物は84億73百万円増加しました。その結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は238億

93百万円となりました。

　なお、前年同四半期連結会計期間との比較は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による収入は95億71百万円となり、前第１四半期連結会計期間に比べ41億55百万円の収入増となりま

した。これは主に、売上債権の回収額の増加により65億40百万円収入が増加し、また、法人税等の支払額の減少に

より29億19百万円支出が減少し、一方で、仕入債務の支払額の増加により48億26百万円支出が増加したことによ

るものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による支出は３億９百万円となり、前第１四半期連結会計期間に比べ６億25百万円の支出減となりま

した。これは主に、投資有価証券の売却による収入が１億86百万円増加し、また、投資有価証券及び関係会社株式

の取得による支出が無かったこと（前年同四半期連結会計期間は２億24百万円支出）によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による支出は７億87百万円となり、前第１四半期連結会計期間に比べ２億56百万円の支出減となりま

した。これは主に、配当金の支払額が２億59百万円減少したことによるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間における当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、６億84百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

 

EDINET提出書類

ネットワンシステムズ株式会社(E04966)

四半期報告書

 7/24



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,100,000

計 1,100,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 551,900 551,900
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であります。なお、当社は
単元株制度は採用しており
ません。

計 551,900 551,900 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 551,900 － 12,279 － 19,453

（６）【大株主の状況】

　オービス・インベストメント・マネジメント・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド及びその共同保有者か

ら平成22年６月10日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成22年６月９日現在で以下のと

おり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として

当第１四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができておりません。 

氏名又は名称 住所
保有株券等
の数（株）

株券等保有
割合（％）

オービス・インベストメント・マネジメン

ト・（ビー・ヴィー・アイ）・リミテッド

Orbis House, 25 Front Street, Hamilton

HM11 Bermuda
48,515 8.79

オービス・インベストメント・マネジメン

ト・リミテッド

Orbis House, 25 Front Street, Hamilton

HM11 Bermuda 
67,583 12.25

オービス・アセット・マネジメント・リミ

テッド

Orbis House, 25 Front Street, Hamilton

HM11 Bermuda 
569 0.10

計 － 116,66721.14
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　103,355　 －

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であります。なお、当社は
単元株制度は採用しており
ません。

完全議決権株式（その他） 普通株式　　448,545 448,545 同上

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 551,900 － －

総株主の議決権 － 448,545 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が22株含まれております。

　　　　 また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数22個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ネットワンシステムズ
株式会社
 

東京都品川区東品川
二丁目２番８号ス
フィアタワー天王洲

103,355 － 103,355 18.73

計 － 103,355 － 103,355 18.73

　（注）株主名簿上、自己名義となっている株式103,355株は、実質的に所有している株式であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 143,300 140,000 136,600

最低（円） 114,400 109,900 110,500

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,893 9,419

受取手形及び売掛金 22,953 36,092

有価証券 12,999 5,999

商品 8,080 8,619

未着商品 558 368

未成工事支出金 2,510 1,828

貯蔵品 46 61

繰延税金資産 1,054 733

その他 5,463 5,478

貸倒引当金 △25 △33

流動資産合計 64,535 68,568

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 ※
 4,407

※
 4,497

その他 ※
 962

※
 852

有形固定資産合計 5,370 5,350

無形固定資産

のれん 859 909

その他 1,236 1,317

無形固定資産合計 2,096 2,226

投資その他の資産

投資有価証券 458 466

繰延税金資産 2,059 2,156

その他 1,500 1,529

貸倒引当金 △46 △46

投資その他の資産合計 3,971 4,105

固定資産合計 11,438 11,682

資産合計 75,974 80,251
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 9,637 15,176

リース債務 519 520

未払金 1,081 1,180

未払法人税等 160 397

前受金 8,231 5,619

賞与引当金 847 1,288

役員賞与引当金 － 66

その他 1,572 940

流動負債合計 22,051 25,191

固定負債

リース債務 529 605

資産除去債務 208 －

長期未払金 4 4

その他 4 8

固定負債合計 746 618

負債合計 22,797 25,809

純資産の部

株主資本

資本金 12,279 12,279

資本剰余金 19,453 19,453

利益剰余金 37,758 38,583

自己株式 △16,167 △16,167

株主資本合計 53,323 54,148

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △15 △13

繰延ヘッジ損益 △245 216

評価・換算差額等合計 △260 203

少数株主持分 113 90

純資産合計 53,176 54,441

負債純資産合計 75,974 80,251
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（２）【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 28,064 25,741

売上原価 21,061 19,457

売上総利益 7,002 6,284

販売費及び一般管理費 ※
 5,949

※
 6,150

営業利益 1,052 133

営業外収益

受取利息 19 6

受取配当金 0 －

関係会社業務受託収入 0 －

為替差益 5 7

販売報奨金 － 21

その他 10 12

営業外収益合計 35 47

営業外費用

支払利息 9 10

持分法による投資損失 22 2

出資金運用損 0 0

その他 0 0

営業外費用合計 32 13

経常利益 1,055 167

特別利益

貸倒引当金戻入額 104 8

特別利益合計 104 8

特別損失

固定資産除却損 13 4

投資有価証券評価損 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 84

特別損失合計 14 88

税金等調整前四半期純利益 1,145 87

法人税、住民税及び事業税 24 76

法人税等調整額 478 94

法人税等合計 503 171

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △84

少数株主利益 51 23

四半期純利益又は四半期純損失（△） 590 △107
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,145 87

減価償却費 727 684

のれん償却額 0 50

賞与引当金の増減額（△は減少） △72 △441

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △135 △66

貸倒引当金の増減額（△は減少） △104 △8

受取利息及び受取配当金 △19 △6

持分法による投資損益（△は益） 22 2

支払利息 9 10

投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 84

売上債権の増減額（△は増加） 9,210 15,751

たな卸資産の増減額（△は増加） 987 △318

未収消費税等の増減額（△は増加） △6 210

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,119 △691

仕入債務の増減額（△は減少） △730 △5,556

未払消費税等の増減額（△は減少） △449 81

その他の流動負債の増減額（△は減少） △711 69

その他 △61 △24

小計 8,694 9,917

利息及び配当金の受取額 15 5

利息の支払額 △9 △10

法人税等の支払額 △3,295 △375

その他 9 33

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,415 9,571

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △473 △375

無形固定資産の取得による支出 △67 △132

投資有価証券の取得による支出 △99 －

投資有価証券の売却による収入 0 186

関係会社株式の取得による支出 △124 －

貸付けによる支出 △3 △4

貸付金の回収による収入 4 5

出資金の払込による支出 △0 －

その他 △170 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △934 △309

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △121 △120

配当金の支払額 △922 △663

その他 － △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,044 △787

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,435 8,473

現金及び現金同等物の期首残高 22,698 15,419

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 26,134

※
 23,893
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　　これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ３百万円減少し、税金等調整前四半期純利

益が87百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務

の変動額は207百万円であります。
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の

適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示して

おります。

　

２．前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「販売報奨金」

は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。

なお、前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「販売報奨金」は２百万円でありま

す。

　

３．前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「関係会社業務受託収入」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当第１四半期連結累計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示しております。なお、

当第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「関係会社業務受託収入」は０百万円であ

ります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、19,860百万円であり

ます。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、19,374百万円であり

ます。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給与手当 2,134百万円

賞与引当金繰入額 846 

賃借料 558 

減価償却費 332 

のれん償却額 0 

給与手当 2,321百万円

賞与引当金繰入額 700 

賃借料 536 

減価償却費 320 

のれん償却額 50 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 9,135

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資（有価証券）
16,998

現金及び現金同等物 26,134

 

（平成22年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 10,893

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資（有価証券）
12,999

現金及び現金同等物 23,893

 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  551,900株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  103,355株

　３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月17日

定時株主総会
普通株式 717 1,600平成22年３月31日平成22年６月18日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　当社グループはネットワークシステムの構築とその運用・管理サービスを中心とした事業を行っており、全

て同一セグメントに属するため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要 

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、最高

経営意思決定機関である取締役会及び経営委員会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっているものであります。 

　当社グループは、市場・顧客別の営業体制を敷いており、本社及び各地方拠点の営業組織は、当社グループが取り

扱う商品・サービス等の販売計画及び販売戦略をそれぞれ立案し、事業活動を展開しております。 

　これらにより、当社グループは、市場・顧客別の営業体制を基礎としたマーケット別のセグメントから構成され

ており、首都圏の一般民間企業を主なマーケットとする「ＥＰ事業」、通信事業会社（キャリア）を主なマーケッ

トとする「ＳＰ事業」、地域民間企業及び官公庁を主なマーケットとする「ＡＰ事業」、ネットワンパートナーズ

株式会社が主幹する「パートナー事業」の４つを報告セグメントとしております。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日 至　平成22年６月30日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント

その他　
（注）１

合計
調整額　

（注）２

四半期連結　
損益計算書　　
計上額

ＥＰ
事業

ＳＰ
事業

ＡＰ
事業

パート
ナー事業

計

売上高  　      　 　

外部顧客への売
上高

4,95013,1654,9642,56325,644 97 25,741 － 25,741

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ 3 － － 3 120 124 △124 －

計 4,95013,1684,9642,56325,647 218 25,865△124 25,741

セグメント利益 153 2,343 177 504 3,177 99 3,276△3,143 133

  
（注） １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、サーバサービス事業等を含んでお

ります。 

　　　 ２.　セグメント利益（営業利益）の調整額△3,143百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,618

百万円及びたな卸資産の調整額518百万円が含まれております。全社費用は、主に商品評価及び品質保証等の

費用を含んだ一般管理費であります。 

　

（追加情報） 

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）

を適用しております。 　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 118,300.26円 １株当たり純資産額 121,173.67円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円）       53,176       54,441
純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

 113  90

（うち少数株主持分） (113) (90)
普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

      53,062       54,351

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（株）

       448,545        448,545

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1,316.39円 １株当たり四半期純損失金額（△） △239.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 590 △107

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
590 △107

期中平均株式数（株） 448,545 448,545

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月３日

ネットワンシステムズ株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　  淳  　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 羽鳥　良彰　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているネットワンシステム

ズ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ネットワンシステムズ株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月６日

ネットワンシステムズ株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　  淳  　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 羽鳥　良彰　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているネットワンシステム

ズ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日

から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ネットワンシステムズ株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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